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本研究の目的は，現行の学校配置状況と通学距離基準からみて，基準を下回る条件下（既存不適格）におかれてい
る児童生徒および自治体の分布状況と実態を明らかにし，今後の学校適正配置基準の方向性を考察・提言することに
ある。分析の結果，公立学校配置行政は概して良好に行われているが，人口規模５万人以下の自治体に関しては厳し
い既存不適格状況が存在し，既存不適格者への対応という教育政策課題はこれらの自治体の問題であることが裏付け
られた。このことから，全国一律の学校配置基準に固執することは，政策の実現可能性からみて今日的にあまり意味
なさないといえ，むしろ，複数の学校配置基準を設け，どの基準に依拠するかを各自治体に選択させるという方策の
方が，現実的であり，且つ教育の地方分権を推進する上でも意味があることが明らかになった。

キーワード：学校配置（Facility Location of Public Schools）
学校適正配置基準（Standard for Facility Location of Public Schools）
限界通学距離（Limit of Commuting Distance） 既存不適格（Unfit Situation of Commuting Distance）
自治体規模（Size of Population of Local Government）

はじめに

近年，急速な少子化に伴い，学校統廃合を含めた公立
小中学校の適正配置が教育政策上の大きな課題の一つに
なりつつある。本研究では，こうした状況を鑑み，第一
に，現行の学校配置状況と通学距離基準からみて，どの
程度の児童生徒が基準を下回る条件下（以下既存不適格）
におかれているのかを人口データ等をもとに分析し，第
二に，既存不適格者を抱える自治体および既存不適格児
童生徒の分布状況を明らかにし，加えて第三に，これら
の観点から明らかになった現状を考慮すると，今後，学
校適正配置基準の見直しには，どのような方向性が考え
られるのかを検討することを目的とする。
従来，公立の小中学校は，市町村に設置義務があり，

その配置は各自治体がそれぞれの地域の実情と教育政策
の方針に基づいて行うものとされてきた。その一方で，
１９５６年（昭和３１年）に出された中央教育審議会の答申「公
立小・中学校の統合方策についての答申」においては，
公教育の機会均等や通学距離の児童生徒に与える影響等
を考慮して，小学校児童にあっては４km，中学校生徒
にあっては６kmを通学距離の最高限度（以下，限界通
学距離）とすることを適当とする全国指針が示され，各
教育委員会はこれを基準として，公立小中学校の適正配
置をすすめてきた経緯がある。もちろん，地域の実情に
よって，児童生徒の分布は一様ではないため，教育委員
会は，地勢・気象・交通等の諸条件ならびに通学距離の
児童生徒に与える影響を考慮して，さらに実情に即した

通学距離の基準を定めることもできるが，国からの財政
的支援との兼ね合いもあり，小学校４km，中学校６km
という指針は，実質的に全国一律の基準として機能して
きた側面を持つ。
こうした学校の適正配置の基準は，主に三つの背景か

ら，今後見直しが迫られる可能性がある。第一に，少子
化や過疎化の進行により，各地で小規模学校の増加が見
込まれること，第二にその一方で，地方財政の悪化によ
り，教育政策に振り分けられる予算の増加が見込めない
こと，第三に，教育政策の諸分野において，地方分権が
進行し，学校適正配置においても，各教育委員会が独自
の政策を展開する可能性が広がりつつあることである。
これまで，学校の配置状況，および既存不適格児童生

徒については，各自治体が各々個別の状況を把握してい
るに過ぎず，全国の現状を把握する研究や調査データは
存在しなかった。従って，全国レベルでの学校配置基準
見直しの議論においても，地域差を考慮する必要性は指
摘されるものの，基礎的データが存在しないため，客観
的且つ具体的な方向性を示せずにきたといえる。本研究
は，こうした現状に対して，既存不適格の現状を客観的
に明らかにすることで，具体的データをもとに，限界通
学距離の伸長や複数基準の導入を含めた公立学校配置政
策の検討を行うものである。

１．既存不適格児童生徒数の算出手順について

本研究においては，２０００年１０月に実施された国勢調査
の１歳階級別人口データ（３次メッシュデータ）と，原
書房『全国学校総覧２００６年版』に記載されている小中学連絡先著者：
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校のデジタルデータ（CD―ROM版）に基づいて，以下
の手順で計算を行った。なお，今回は，全国的学校配置
基準の検討を視野に置いているため，データの対象を公
立学校に限定している。また，学校種別については現存
の公立（市区町村立）小中学校に限っている。

１．１ 前 処 理
人口データについては，各メッシュごとに小学校及び

中学校相当の年齢人口を合計し（小学校：６歳人口の半
数＋７―１１歳人口＋１２歳人口の半数，中学校：１２歳人口
の半数＋１３―１４歳人口＋１５歳人口の半数），それらが全
て，公立の小中学校に通うものと仮定する。
学校データについては，学校の住所が全て記録されて

いるため，それらにアドレスマッチング（東京大学空間
情報科学研究センターのサービスを利用）によって緯経
度情報を付加，空間データ化する。次に，各学校が含ま
れているメッシュを同定し，学校位置をメッシュの中心
と仮定する。

１．２ 計 算
小（中）学校を含むメッシュを中心として，距離Ｄ内

に存在するメッシュを全て抽出する。これらのメッシュ
に居住していない生徒は，適正な通学距離を保証されて
いないものとみなす。この生徒数（通学不便生徒数）を，
全国の市区町村（平成１８年４月１日）毎に集計し，総生
徒数に対する比率などを計算している。距離Ｄは，小学
校については１kmから１km刻みに１０kmまで，中学校
については１kmから１km刻みに１０kmまで，それぞれ
計算している。
なお，政令市の行政区に関しては，区による差異が少

なくないとの判断から，個別に算出して，それぞれ１自
治体として算出している。

２．既存不適格児童生徒の実際

２．１ 全国レベルでみた既存不適格児童生徒数および割
合

まず，第一に挙げた課題－どの程度の児童生徒が，通
学距離という点からみて既存不適格条件下にあるのか検

証していきたい。また，併せて，逆説的課題となるが，
限界通学距離をどの程度まで伸長させれば，既存不適格
条件下の児童生徒を解消できるのかについても同時に検
証する。後者の点は，一般的には教育条件の悪化と捉え
られるが，他方で各自治体の条件によって操作可能な政
策変数であり，諸々の教育政策のあり方を考えていくに
あたって必要なデータとなる。
表２．１は，既存不適格条件に置かれる小学校児童数を，

限界通学距離１kmから段階的に伸長した結果，表２．２
は同中学校生徒数を算出した結果である。小学校に関し
ては，現行の限界通学距離が４kmであることを勘案し，
１km～６kmまで算出した上で，参考までに１０kmの場
合も算出し，中学校に関しては，１km～１０kmまで段階
的に算出している。
これらの結果から，小学校と中学校の学校数の違いを

そのまま反映するように，限界通学距離を同じ距離にし
た場合は，小学校の方が通学距離の観点からみて良好な
条件下にあることがわかる。限界通学距離を１kmと短
く設定した場合も，既存不適格児童は４分の１程度であ
る。更に，限界通学距離を２kmに伸長すると，既存不
適格児童数が急速に８％程度にまで減少し，現行の限界
通学距離の４kmで見ると，４．２３％となる。中学校でも，
限界通学距離１kmでこそ半数程度の生徒が不適格条件
に置かれるものの，やはり２kmで急速に減少し，現行
の条件は６kmでは既存不適格生徒の割合は３．８６％とな
る。このように，全国レベルで集計してみると，通学距
離という観点から見て，公立学校配置行政はかなりうま
く機能していると分析することができる。学校配置に膨
大なコストが必要であることを考え併せると，これは決
して過大評価ではないであろう。
加えてそれ故，現在の基準とされる小学校４km，中

学校６kmを更に伸長しても，不適格児童生徒の解消と
いう観点からは，大きな相違はみられない。

２．２ 自治体規模別にみた既存不適格児童生徒数および
割合

しかしながら，上記はあくまでも全国レベルの集計結
果であり，このデータを自治体規模別に分類して再検証
すると，異なる側面が見えてくる。一般的に，都市規模

表２．１ 限界通学距離別にみた不適格条件下の小学校児童数（現行の条件は４km）

表２．２ 限界通学距離別にみた不適格条件下の中学校生徒数（現行の条件は６km）
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が大きいほど学校密度は高く，既存不適格児童生徒の発
生率は低下すると予測されるが，実際にはどの程度の児
童生徒が既存不適格条件下に置かれ，そうした児童生徒
の解消は，どの程度の自治体規模で確保されているのか。
図２．１は既存不適格条件下の小学校児童数を自治体規

模別に集計した結果，図２．２は同中学校生徒数を算出し

た結果である。
小学校，中学校に共通して，特に人口５万人以下の自

治体において，多くの児童生徒が既存不適格条件下にあ
ることがわかる。その数は，他の規模の自治体と比較し
て突出して多く，限界通学距離を伸長しても，その数は
緩やかにしか減少しない。５万人以下の自治体は，自治

図２．１ 自治体規模別・限界通学距離別にみた既存不適格条件下の小学校生徒数

図２．２ 自治体規模別・限界通学距離別にみた既存不適格条件下の中学校生徒数

図２．３ 自治体規模別・限界通学距離別にみた既存不適格条件下の小学校児童の割合
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体数こそ多いものの（６９．９％），児童生徒数でいうと全
体の２割程度にとどまっており，そうした実数にも関わ
らず，これほど多くの既存不適格児童生徒がいることを
考え併せると，人口５万人以下の自治体では他の自治体
と比較して，既存不適格状態が常態化している可能性が
ある。
そこで，既存不適児童生徒の割合を，各自治体別に算

出し，自治体規模別に平均値をとったのが図２．３および
図２．４である。こちらは，全国での不適格児童生徒発生
率平均も入れているため，全国的な傾向と比較して，そ
れぞれの規模の自治体がどのような状況にあるか把握す
ることができる。
これらの図を見ると，小中学校に共通して，人口５万

人未満の自治体における割合が突出して高いことがみて
とれる。これらの自治体と比べて，他の規模の自治体は，
全国平均を挟んで，既存不適格児童生徒の割合が更に低
い。言い換えれば，全国平均を引き上げているのは人口
５万人以下の自治体であり，例えば小学校に関して，他
の規模の自治体のみを母集団として平均値をとると，限

界通学距離２kmでも既存不適格児童は数％台以下にま
で激減する。一方，人口５万人以下の自治体に関しては，
限界通学距離を１０kmにまで伸長しても，既存不適格児
童は依然１０％程度残り，解消には至らないことがわかる。

３．既存不適格条件を抱える自治体とその分布状況

上記では，既存不適格児童生徒の観点から現状分析を
行ったが，次に，こうした不適格条件を抱える自治体は
どの程度存在し，それらの自治体はどのように分布して
いるのか検証していきたい。

３．１ 人口規模別・限界通学距離別にみた不適格条件自
治体の実際

まず，上記の観点から，「１％でも不適格条件下にお
かれる児童生徒がいる（以下１％条件）自治体」を算出
した結果が表３．１，同条件がかなり厳しいことから，条
件を段階的に緩和して，「１０％を上回る児童生徒が不適
格条件下におかれる（以下１０％条件）自治体」を算出し

表３．１ 限界通学距離別にみた既存不適格自治体の数と割合（既存不適格児童生徒１％以上）

自治体人口規模
小１

km

小２

km

小３

km

小４

km

小５

km

小６

km

小１０

km

中１

km

中２

km

中３

km

中４

km

中５

km

中６

km

中７

km

中８

km

中９

km

中１０

km

人口５万人未満 １，１５４ １，０９６ ９１５ ７８０ ６８８ ６２３ ４３５ １，１５５ １，１４０ １，０６８ ９６９ ８４５ ７２７ ６４７ ５７４ ５３３ ４８３

％ ９９．９％９４．９％７９．２％６７．５％５９．６％５３．９％３７．７％ １００．０％９８．７％９２．５％８３．９％７３．２％６２．９％５６．０％４９．７％４６．１％４１．８％

人口５万人―１０万人未満 ２６１ ２１４ １７２ １２６ １０６ ９０ ６０ ２６９ ２３８ ２０３ １８１ １５０ １２７ １１０ ９２ ７７ ７１

％ ９７．０％７９．６％６３．９％４６．８％３９．４％３３．５％２２．３％ １００．０％８８．５％７５．５％６７．３％５５．８％４７．２％４０．９％３４．２％２８．６％２６．４％

人口１０万人台 ２１８ １３９ ９４ ６９ ５９ ４７ ３４ ２２２ １７７ １２７ ９８ ８１ ６０ ５１ ４７ ４３ ４０

％ ９９．１％６３．２％４２．７％３１．４％２６．８％２１．４％１５．５％ １００．０％８０．５％５７．７％４４．５％３６．８％２７．３％２３．２％２１．４％１９．５％１８．２％

人口２０万人台 ６９ ５０ ３５ ２５ １８ １４ １０ ７０ ６４ ３８ ３０ ２６ ２２ １５ １５ １３ １２

％ ９８．６％７１．４％５０．０％３５．７％２５．７％２０．０％１４．３％ １００．０％９１．４％５４．３％４２．９％３７．１％３１．４％２１．４％２１．４％１８．６％１７．１％

人口３０万人―５０万人未満 ４７ ３８ ２７ ２１ １７ １６ １０ ４９ ４４ ３８ ２９ ２６ ２０ １８ １６ １６ １２

％ ９５．９％７７．６％５５．１％４２．９％３４．７％３２．７％２０．４％ １００．０％８９．８％７７．６％５９．２％５３．１％４０．８％３６．７％３２．７％３２．７％２４．５％

人口５０万人以上 １７ ９ ６ ５ ５ ４ ４ １７ １１ ７ ６ ６ ５ ５ ５ ５ ４

％ １００．０％５２．９％３５．３％２９．４％２９．４％２３．５％２３．５％ １００．０％６４．７％４１．２％３５．３％３５．３％２９．４％２９．４％２９．４％２９．４％２３．５％

全 体 １，７６６ １，５４６ １，２４９ １，０２６ ８９３ ７９４ ５５３ １，７８２ １，６７４ １，４８１ １，３１３ １，１３４ ９６１ ８４６ ７４９ ６８７ ６２２

％ ９９．２％８９．６％７０．２％５７．６％５０．２％４４．６％３１．１％ １００．０％９４．０％８３．２％７３．８％６３．７％５４．０％４７．５％４２．１％３８．６％３４．９％

図２．４ 自治体規模別・限界通学距離別にみた既存不適格条件下の中学校生徒の割合
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た結果が表３．２である。
まず，表３．１の１％条件でみると，不適格条件を抱え

る自治体は，小学校で５７．６％，中学校で５４．０％に上るが，
実際にはその割合は自治体規模によってかなり偏りがあ
ることが見て取れる。例えば小学校を見ると，５０万人以
上の人口規模の自治体では該当自治体が３０％を下回るの
に対して，５万人未満の自治体では７０％近くの自治体が
不適格条件を抱える自治体とされる。ただし繰り返しに
なるが，表３．１の１％条件とは，１％でも不適格条件下
におかれる児童生徒がいる自治体を算出したものであり，
この値をもって不適格とするには政策的に現実的とはい
えない側面がある。
そこで，より条件を緩和した１０％条件の表３．２を見る

と，不適格条件を抱える自治体の割合はほぼ半減し，全
体では小学校で２９．３％，中学校で２６．２％となる。１０％と
いう条件の妥当性を議論する余地はあるにしても，１０％
条件で該当自治体が３割を下回る現状は，限界通学距離
を数値で明確に示してきた学校配置行政のひとつの成果
であろう。
ただし，上記の条件の緩和は，大規模自治体でこそ意

味のあるものであり，小規模自治体にはあまり影響を及
ぼさない側面を持つ。例えば，表３．２で小学校における
状況を１０％条件でみると，人口２０万人台以上の自治体で
不適格自治体がほぼ消滅するが，人口５万人以下の小規
模自治体では依然４０％を超える。更に，本稿には紙幅の
関係上掲載していないが，条件を更に緩和して「２０％を
上回る児童生徒が不適格条件下におかれる（以下２０％条
件）自治体」を算出すると，人口１０万人台の自治体でも
該当自治体がほぼ消滅する一方，それ以下の規模では依
然３０％を上回る。言い換えれば，多くの小規模自治体で
は，１０％，２０％を超える児童生徒が既存不適格条件にお
かれることが常態化していると考えられ，こうした実情
は，限界通学距離４km・６kmという条件自体が，これ
らの自治体において政策的に現実的ではないことを示し
ているともいえる。

更に，不適格条件を抱える自治体の偏在傾向は，その
割合を含めて小中学校で一致しており，小学校の限界通
学距離４kmと中学校の限界通学距離６kmの条件で，そ
の百分比の値自体もかなり近い。これは，多くの自治体
が，限界通学距離の数値に基づいて通学距離の適正化に
最大限取り組みながらも，学校段階にかかわらず適正化
が可能な自治体と不可能な自治体に二分されている実情
を示唆していると考えられる。

３．２ 不適格条件を抱える自治体の地理的分布
そこで次に，不適格条件を抱える自治体が地理的にど

のように分布しているか検証する。図４．１および図４．２
は，既存不適格児童生徒率によって各自治体を分類し，
その結果を地図上に示したものである。なお，それぞれ，
限界通学距離は小学校４km，中学校６kmを想定してい
る。
まず，地理的特性に着目すると，山間部に既存不適格

児童生徒が多く偏在していることが示される。地図をみ
ると，沿岸・平野部での既存不適格率が相対的に低い一
方，既存不適格率の高い濃色部分が背骨のように山間部
を貫く分布になっている。一般的に，施設配置という観
点において，山間部は平地と比べて距離をはじめとする
地理的条件がより厳しく作用すると考えられるため，実
際には，本論中の算出値よりも多くの児童生徒が不適格
条件下に置かれている可能性がある。
更に，地域的には，大都市圏から離れるにつれ，厳し

い不適格条件を抱える自治体が増加する傾向がある。特
に，北海道および九州東部に関しては，そうした傾向が
強い。従って，大都市圏から離れた山間部の自治体とい
うケースにおいては，二重に既存不適格条件が発生しや
すい厳しい状況にあることが見て取れる。
また，いまひとつの傾向として，小中学校の傾向が非

常に似通っている点が挙げられる。図４．１と図４．２はか
なり相似しているが，実際に，小中学校の既存不適格児
童生徒率の相関係数は，０．９４９と非常に強い線形関係に

表３．２ 限界通学距離別にみた既存不適格自治体の数と割合（既存不適格児童生徒１０％以上）

自治体人口規模
小１

km

小２

km

小３

km

小４

km

小５

km

小６

km

小１０

km

中１

km

中２

km

中３

km

中４

km

中５

km

中６

km

中７

km

中８

km

中９

km

中１０

km

人口５万人未満 １，１４０ ７８４ ５５５ ４６８ ４１２ ３６７ ２２３ １，１５４ １，０４１ ８２９ ６２３ ５０２ ４２０ ３７３ ３２７ ２８２ ２４７

％ ８９．７％６７．９％４８．１％４０．５％３５．７％３１．８％１９．３％ ９９．９％９０．１％７１．８％５３．９％４３．５％３６．４％３２．３％２８．６％２４．４％２１．４％

人口５万人―１０万人未満 ２２９ ８３ ５１ ４０ ３６ ２８ １２ ２６１ １６６ ９５ ５７ ４６ ３７ ３１ ２８ １９ １５

％ ８５．１％３０．９％１９．０％１４．９％１３．４％１０．４％ ４．５％ ９７．０％６１．７％３５．３％２１．２％１７．１％１３．８％１１．５％１０．４％ ７．１％ ５．６％

人口１０万人台 １２０ ２４ １３ １１ ９ ５ １ ２１０ ６４ ２８ １８ １３ ９ ７ ４ ３ ３

％ ５４．５％１０．９％ ５．９％ ５．０％ ４．１％ ２．３％ ０．５％ ９５．５％２９．１％１２．７％ ８．２％ ５．９％ ４．１％ ３．２％ １．８％ １．４％ １．４％

人口２０万人台 ３４ ３ １ １ １ ０ ０ ６６ １７ ３ ２ １ １ １ ０ ０ ０

％ ４８．６％ ４．３％ １．４％ １．４％ １．４％ ０．０％ ０．０％ ９４．３％２４．３％ ４．３％ ２．９％ １．４％ １．４％ １．４％ ０．０％ ０．０％ ０．０％

人口３０万人―５０万人未満 ３０ ３ ２ １ ０ ０ ０ ４３ １４ ２ ２ ２ ０ ０ ０ ０ ０

％ ６１．２％ ６．１％ ４．１％ ２．０％ ０．０％ ０．０％ ０．０％ ８７．８％２８．６％ ４．１％ ４．１％ ４．１％ ０．０％ ０．０％ ０．０％ ０．０％ ０．０％

人口５０万人以上 ６ ０ ０ ０ ０ ０ ０ １１ ３ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０

％ ３５．３％ ０．０％ ０．０％ ０．０％ ０．０％ ０．０％ ０．０％ ６４．７％１７．６％ ０．０％ ０．０％ ０．０％ ０．０％ ０．０％ ０．０％ ０．０％ ０．０％

全 体 １，５５９ ８９７ ６２２ ５２１ ４５８ ４００ ２３６ １，７４５ １，３０５ ９５７ ７０２ ５６４ ４６７ ４１２ ３５９ ３０４ ２６５

％ ８７．６％５０．４％３４．９％２９．３％２５．７％２２．５％１３．３％ ９８．０％７３．３％５３．８％３９．４％３１．７％２６．２％２３．１％２０．２％１７．１％１４．９％
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ある。こうした結果は，各自治体が限界通学距離の数値
に基づいて通学距離の適正化に最大限取り組みながらも，
学校段階にかかわらず適正化が可能な自治体と不可能な
自治体に二分されている実情を改めてデータから示して
いるといえる。

おわりに

以上，通学距離の観点からみた既存不適格児童生徒の
現状について，人口データ等の分析により検討してきた。
その結果，既存不適格者を抱える自治体の割合は，人口
規模縮小に伴って上昇するものの，その割合はなだらか
に上昇するというよりも，人口規模５万人を下回ったと
きに著しく上昇し，これらの自治体とそれ以上の規模の
自治体との間には既存不適格状況に大きな差異があるこ
とが明らかになった。更に，この傾向は，既存不適格者
の絶対数や割合についても同様に見出すことができた。
つまり，通学距離の観点からみた既存不適格状況は，人
口規模５万人未満の自治体の問題であり，これらの自治

体における学校配置行政は，それ以上の規模の自治体と
は同一に考えることが難しいことが示唆される。
更に，地理的にみると，既存不適格自治体および児童

生徒は，平野部に少なく山間部に偏在することが示され
た。また，地域的には，大都市圏から離れるにつれ，厳
しい不適格条件を抱える自治体が増加する傾向がみられ
た。すなわち，大都市圏から離れた人口規模５万人未満
の山間部においては，三重の意味で当該自治体の条件が
厳しく，例えば教育政策の一環として限界通学距離を伸
長させても，既存不適格児童生徒の減少や消失を実現で
きない。また，既存不適格児童生徒が例外的存在ではな
いため，そうした児童生徒に特別な措置を講ずることも
現実的とはいえない。
上記の知見を勘案するに，全国一律の学校配置基準に

固執することは，政策の実現可能性からみて今日的にあ
まり意味なさないといえる。むしろ，複数の学校配置基
準を設け，どの基準に依拠するかを各自治体に選択させ
るという方策の方が，現実的である。例えば，新しい基
準としては，教員配置の人的側面からみた校内教育条件
の改善を視野に，学校規模の維持を優先した配置基準や，
あくまでも配置に重心を置いた基準も考えられよう。
更に，教育政策の地方分権化の観点からは，条件の厳

しい小規模自治体以外においても，複数の配置基準を勘
案して選択できるようにすれば，各地域の教育方針とア
イディアを積極的に活かす可能性が広がる。場合によっ
ては，ひとつの自治体内で，ダブルスタンダードを設け
ることもできる。
今後は，本研究の知見をふまえ，新たな公立学校配置

基準を検討する観点から，教員等の人的配置からみた学
校適正規模の検討，更には，学校のネットワーク化や諸
交通手段の利用など，新たな学区のあり方をふまえた公
立学校適正配置方策の検討に向けたデータ分析が課題と
なる。
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図４．１ 市区町村別既存不適格発生率（小学校）

図４．２ 市区町村別既存不適格発生率（中学校）
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